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脱炭素×地域・自律分散への取組の加速化

2021/03/10

• 菅総理により「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会を目指す」こ
とを宣言（2020年10月26日）

• 2020年10月30日に開催された第42回地球温暖化対策推進本部にて、小泉環
境大臣より「脱炭素社会、循環経済、分散型社会への3つの移行を進め」、
「カーボンニュートラルを表明した地方自治体などとともに、脱炭素型で
災害に強いプロジェクトを創出し、地域に活力をもたらす「グリーン社
会」を具体化する」ことの発言。

• 2020年12月25日に、内閣官房長官を議長とする国・地方脱炭素実現会議を
開催。小泉環境大臣より、地域脱炭素ロードマップの策定や脱炭素ドミノ
を目指すことの発言。

※地域脱炭素ロードマップの8つの主要分野：①地域のエネルギーや資源
の地産地消、②住まい、③まちづくり・地域交通、④公共施設をはじめと
する建築物・設備、⑤生活衛生インフラ（上下水道・ごみ処理など）、⑥
農山漁村、里山里海、⑦働き方、社会参加、⑧地域の脱炭素を支える各分
野共通の基盤・仕組み

• 検討の前提となる現況把握・情報が十分整備されていないことが多い。
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社会・経済・エネルギーの状況は地域ごとに異なる①
2021/03/10
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社会・経済・エネルギーの状況は地域ごとに異なる②
2021/03/10

名古屋大学・谷川研究室 4

物質ストックの空間分布（2018年）



社会・経済・エネルギーの状況は地域ごとに異なる③
2021/03/10

一人あたり旅客自動車起因CO2排出量 [t-CO2/人] 一人あたり自家用車保有台数

東北大学・中田研究室 5



社会・経済・エネルギーの状況は地域ごとに異なる④
2021/03/10

最終エネルギー消費量

再生可能エネルギー
発電ポテンシャル

地域エネルギー収支

地域エネルギー収支 ≧ 0：供給主体地域

地域エネルギー収支＜ 0：需要主体地域東北大学・中田研究室

• 最終エネルギー消費量と再生可能エネルギー（陸上風力・洋上風力、木質バイオマス、
太陽光、地熱、中小水力発電）のポテンシャル分析結果より、市区町村別のエネルギー
収支を評価。

• 需要地域が供給地域に囲まれている構図が散見される。
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• エネルギー消費量やCO2排出量の部門別構成に着目して市区町村を分類。
• 最終エネルギー消費に基づくと、産業特化型、産業主体型、民生主体型、運輸主体型、
運輸特化型の5分類。民生主体型は都市部と製造業が少なく観光業が発展した離島な
どが混在しているため、エネルギー消費量の大小が大きい。

• CO2排出量に着目すると、全部門同程度型（グループ1）、産業主体型（グループ2）、民
生主体型（グループ3）、産業特化型（グループ4）、運輸特化型（グループ5）、民生・運
輸主体型（グループ6）に分けられる。
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エネルギー・CO2排出特性に基づく地域分類
2021/03/10

左：東北大学・中田研究室、右：国環研

産業部門

松山市
(産業：業務・家庭,：運輸)

= (49% : 30% : 21%)

新居浜市
(91% : 5% : 4%)

西条市
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四国中央市
(95% : 2% : 3%)
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200 PJ
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最終エネルギー消費量
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地域分類ごとのCO2削減シナリオ分析
2021/03/10

• 対象とする地方自治体全体の社会・経済条件とサービス需要を所与として低炭素方策
分析モデルを用いて地域分類と人口密度も踏まえた複数都市で分析。

• 大幅削減には、自治体内での技術的な対策（省エネ・再エネ・地域エネ）と電力の低炭
素化が重要。
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脱炭素地域検討に向けて：地域の⼈⼝分布を問い直す
2021/03/10
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9国環研・松橋研究室



将来の地域⼈⼝分布の推計結果例（市街地＝⽤途地域）
2021/03/10

• 用途地域内に人口が集中していると、シナリオ間の差が小さく、用途地域外に分散され
ているとシナリオ間の差がより明確にみられる。

全国と似た傾向の静岡県 シナリオ差が大きい青森県 シナリオ差が小さい福岡県
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都市構造変化の地域CO2削減シナリオへの影響
2021/03/10

地域エネルギー事業からの熱・電力供給量

• 空間を考慮できるように改良したAIM/Enduseモデルを東北地域（福島県郡山市）に適
用し、将来の低炭素シナリオを検討。

• 分析では、都市構造が変わらないBAUシナリオと都市計画等に示された市街化区域へ
人口等の集約が進む集約化シナリオの2つを想定。

• 拠点集約化シナリオでは、対象地域内の需要総量はBAUと大きく変わらないが、市街
化区域内では大幅に増となる。また、集約化による需要減、供給の効率化等により技
術的対策のみよりもCO2削減量は増。

• 都市・地域で将来の低炭素シナリオを検討するに際しては、エネルギー需要・供給とも
に集約化等の都市構造変化を明示的に取り扱うことが重要であることを示唆。

対策別CO2削減効果
（拠点集約化シナリオとBAUシナリオの差分）
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地域独自の脱炭素シナリオ検討に向けて：脱炭素ナビによる分析

• 脱炭素シナリオを詳細分析できるモデルをもとに、ExcelやWebの操作で様々な低炭
素対策をどこまで実施するか（努力レベル）を選択することで、2050年までのエネルギ
ー需給や温室効果ガス（GHG）排出量を簡易に分析できるツールを開発。

• ワークショップ形式で将来のエネルギー選択を考える場における将来の低炭素シナリ
オ検討でも活用。

ツールを用いた分析結果例（一次エネ）

低炭素施策簡易分析ツールのインタフェース
（Excel・Web（オンライン・オフライン））
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これからの方向性：脱炭素×地域・自律分散×循環社会

2021/03/10

出典： https://www.env.go.jp/nature/morisatokawaumi/kyouseiken.html13



エネルギーの地域循環①：地域間連携型エネルギーシステム検討

2021/03/10

14

• 再エネは、地域内利用だけではなく、他地
域と連携した活用（地域間連携）も重要と
なることから、試行的に広域的な連携（広
域圏）を考慮した検討を実施。

• 広域圏は、洋上風力等の資源が豊富な沿岸
地域や財政基盤の安定した地方の県庁所在
地などを中心として形成。
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Component regions

地域間連携によるエネルギーフローの変化（那須塩原広域圏）東北大学・中田研究室



エネルギーの地域循環②：時間も考慮した太陽光の地域間融通
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一部の結果は略

• 全国の地上気象観測所及びAMeDASのデータを用いて、地域別の太陽光設
備の出力を評価（設置角度30度・南向きと想定）。

1kW太陽光設備の時間別出力評価結果（2019/8/1〜8/7、茨城県）



ストック型資源の地域循環：輸送・CO2も考慮した循環の検討
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中間処理施設までの搬送距離の検討結果（北九州市）

• 解体→再利用/処分の輸送工程におけるCO2排出量も考慮して、解体時の資
源循環可能性を評価（循環不可の場合には熱利用や最終処分を想定）。

名古屋大学・谷川研究室



おわりに：国・世界の分析とリンクした地域分析に向けて

2021/03/10
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国（・アジア・世界）

都道府県

市区町村

• 環境基本計画
• エネルギー基本計画 等
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! High economic growth, Increase of service demand per 
household, Increase of office floor (increase)
! Servicizing of industry, Decline in number of households, 

Increase of public transportation (decrease)

! Fuel switch from coal and oil to natural gas

! Insulation
! Energy use management (HEMS/BEMS)
! Efficient heat pump air-conditioner, Efficient water heater,  

Efficient lighting equipment
! Development and widespread use of fuel cell
! All-electric house
! Photovoltaic

! Advanced land use / Aggregation of urban function
! Modal shift to public transportation service
! Widespread use of motor-driven vehicle such as

electric vehicle and fuel-cell electric vehicle
! High efficiency freight vehicle
! Improvement of energy efficiency (train/ship/airplane)

! Power generation without CO2 emission
! Hydrogen production without CO2 emission

! Fuel mix change to low carbon energy sources such as 
natural gas, nuclear energy, and renewable energy
! Effective use of night power / Electricity storage
! Hydrogen (derived from renewable energy) supply

! Farm products produced and consumed in season 

• 地域特性の把握

• エネルギーバランス・産業連関表等の地域
情報の整備

• 人口・エネルギー等の分布分析
→国・市区町村の分析に利用

• 技術モデルを用いた市区町村別低炭素効
果の分析

• 都市構造変化の影響評価
• 建築ストック・エネルギー資源の分析

• 技術モデル / 経済モデル
• 低炭素シナリオ

具体の事業設計
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• エネルギーバランス・
収支計画の分析

• 低炭素効果の分析

• 地方自治体・民間企業
等との協業・事業化

2030 2050
CO2���
[tCO2]

手法の簡易化と実証
• AIMモデルを簡易化した国・
地域版低炭素ナビの構築

• Web・オフライン形式で利用
可能なツールとして構築

相
互
に
リ
ン
ク
し
た
分
析

• 国やアジア・世界の分析を踏まえた都道府県・市区町村でのシナリオ分析


